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は じ め に

埋蔵文化財は，国や地域の歴史及び文化を知る上で欠くことのできない国民共有の財産

であり，地域における資産でもある。埋蔵文化財を適切に保存し活用するため，行政上必

要とされる事項の基本的な方向について検討することを目的に，平成６年１０月に「埋蔵

文化財発掘調査体制等の整備充実に関する調査研究委員会」が設置された。

本委員会では，これまで埋蔵文化財の保護を目的とした行政に関する諸課題，具体的に

は，埋蔵文化財の保護を担当する行政機関における組織や都道府県・市町村の役割分担の

さて，このたび本委員会では，埋蔵文化財行政におけるデジタル技術の導入について検

討を行うこととした。デジタル技術の急速な発展は，埋蔵文化財行政においても，多大な

影響を及ぼしている。発掘作業においては，高精度の三次元データを比較的容易に取得で

きるなど，作業の迅速化，効率化に寄与するところも多く，また，デジタルアーカイブ

等，国民に埋蔵文化財を分かりやすく伝えるためにデジタル技術を活用する取組も各地で

盛んに行われている。しかし，その一方でデジタル技術は極めて多様であり，機器やデー

タの記録形式によって精度等が異なるなど，埋蔵文化財の記録として必要な精度を持った

機器の選択とその更新について一定の考え方を示す必要がある。また，デジタルデータを

恒久的に保存するためには，パソコン等の機器が必要となるだけでなく，データの定期的

な更新等が必要になるなど，デジタル技術の導入は単なる技術の問題だけでなく，地方公

共団体の予算や体制に及ぼす影響も大きい。

こうした問題を受けて，本委員会はデジタルへの移行が急速に進んでいるカメラの問題

を中心に，平成２８年５月から２９年２月にわたって検討を行った。また，本検討は技術

的な問題に係る点が大きいため，作業部会を設置して報告書案の作成等を行うとともに，

実情を踏まえた審議を行うために，地方公共団体，地方公共団体の外郭団体として設立さ

れた発掘調査の実施を目的とする法人及び独立行政法人国立文化財機構奈良文化財研究所

（以下「奈良文化財研究所」という。）の実務担当者から意見聴取や実態調査を実施して

現状分析を行った。
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第１章 埋蔵文化財行政とデジタル技術

１．埋蔵文化財行政におけるデジタル化の現状

（１）発掘調査におけるデジタル技術の導入

埋蔵文化財行政の４段階におけるデジタル技術の導入状況

埋蔵文化財行政は，「把握・周知」「調整」「保存」「活用」の４段階からなる。近年，

急速に進展しているデジタル技術は，その各段階において様々な形で導入され，一定の

成果を挙げている。

「把握・周知」「調整」の段階では，周知の埋蔵文化財包蔵地の基礎資料となる遺跡

地図や遺跡台帳をデジタル化することで，過去の発掘調査成果や開発事業との調整に係

る情報を一括管理し，インターネットをつうじて常に最新の情報を幅広く発信している

地方公共団体もある。

「保存」の段階では，３Ｄレーザー測量機器などデジタル技術を利用した測量機器を

導入することで，客観的かつ精緻な三次元情報を迅速に，しかも比較的容易に取得する

ことに成功している。特に，近年，古墳や中世山城の調査に利用されている航空レーザ

ー測量は，樹木の伐採を行わなくとも，高精度の地形測量図を作成することができるな

ど，今後のさらなる活用が期待されている。

「活用」の段階では，既に多くの実績がある。例えば，デスクトップパブリッシング

（ＤＴＰ）1の普及によって，従来より低コストで印刷物を作ることが可能になり，現地

説明会資料等も手軽に印刷できるようになっている。これらは，カラー図版の多用など

情報量の向上にも貢献しており，記録の質と分かりやすさを高めることにも結びついて

いる。また，バーチャル・リアリティー（ＶＲ・仮想現実）やオーグメンテッド・リア

リティ（ＡＲ・拡張現実）を利用し，タブレット端末等を通して過去の風景を再現する

取組も活発化している。

施策としてのデジタル化

文部科学省は，文化資源の次世代型デジタル・アーカイブ2化及びアーカイブの活用・

流通・ネットワーク化に向けた技術の研究開発や，「デジタルミュージアム」の実証に

向けたシステムの研究開発構想についての検討を行い，その結果を平成１９年６月に

『新しいデジタル文化の創造と発信（デジタルミュージアムに関する研究会報告書）』

1 出版物の原稿作成や編集、デザイン、レイアウト などの作業をコンピュータで行い、データを印刷所

に持ち込んで出版すること。卓上出版とも言われる。
2 有形・無形の資料をデジタル化して保存すること。
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として公表した3。また，総務省は平成２４年３月に知的資産の総デジタル化と電子情

報として利用・共有できる仕組みの構築等を目的とした「デジタルアーカイブの構築・

連携のためのガイドライン」を公表した4。これらの取組に象徴されるように，近年では

施策としてのデジタル化の推進が活発化している。 

博物館や図書館等で進められているデジタルアーカイブは，有形・無形の文化財をデ

ジタル化して保存することで，文化財の修復・公開や，ネットワーク等をつうじた閲覧

を容易にしている。その効果としては， 

①資料をデジタル化することで，オリジナル資料に直接触れる機会を減少させ，資料

に対する物理的ダメージを抑制できる。 

②音声や解説文，関連資料など様々な情報を埋め込めるデジタルの特性を活かせるの

で，さまざまな工夫を凝らし，より分かりやすく資料を見せることができる。 

③インターネットをつうじて，いつでも，どこからでも資料を閲覧できるようにする

とともに，資料の存在を広く周知することによって，知的資産を国民が広く共有で

きる（文化庁文化遺産オンライン5な

ど）。 

④データベース化により，様々なアプロ

ーチから検索することができる。 

などが挙げられる。

このように，デジタル技術は，埋蔵文化

財行政においても，発掘調査そのものの

迅速化や精度の向上だけでなく，資料の

保存・管理や情報発信，さらには「文化財

の所在を広く周知するとともに，国民に

分かりやすく伝える」ことにもつながる

ことが期待される。

（２）デジタル化社会の到来とデジタル技術の問題点 

『発掘調査のてびき』におけるデジタル技術の扱い 

 文化庁は平成２２年３月に『発掘調査のてびき－集落遺跡発掘編－』（以下「「集落遺

跡発掘編」」という。）と『発掘調査のてびき－整理・報告書編－』（以下「「整理・報告

書編」」という。），平成２５年３月に『発掘調査のてびき－各種遺跡調査編－』（以下「「各

                                                  
3 『新しいデジタル文化の創造と発信（デジタルミュージアムに関する研究会報告書）』

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/sonota/002/toushin/07062707.htm 
 ※注で示す URL は平成２８年度現在のもの。以下も同じ。
4 『デジタルアーカイブの構築・連携のためのガイドライン』

http://www.soumu.go.jp/main_content/000153595.pdf 
5 文化遺産オンライン http://bunka.nii.ac.jp/ 

図１ 文化遺産オンライントップページ 
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種遺跡調査編」」という。）を公刊し，その中でデジタル技術の利活用に関して一定の指

針を示した。

「集落遺跡発掘編」「整理・報告書編」の作成を行った平成１７～２１年度は，例え

ば写真計測やデジタルトレースなど発掘調査の様々な場面でデジタル技術の導入が進

められていた時期であった。その一方で，デジタル機器全般で，次々と新機種が登場す

るとともに新たな技術開発により，それまでのシステムや仕様が変更されることが多く，

発掘調査におけるデジタル技術の利用についても統一的な見解や仕様を提示すること

は現実的でなかった。

そのため，『発掘調査のてびき』におけるデジタル技術の扱いは，情報発信等，公開・

活用における有効性を認める一方，

①導入に経費と手間がかかる場合がある。

②記録媒体は半永久的な保存ができず，規格の変更や製造中止といった事態も想定さ

れる。

③突発的なデータの消失・破損などの恐れがある。

④データの保存・更新には費用がかかり，維持・管理体制の構築が必要となる。

などを指摘し，導入にあたってはこれらのことを視野に入れ，十分な検討を行う必要が

あることを示すにとどめた。

デジタル機器の普及

デジタル技術は『発掘調査のてびき』公表後も発展し続け，新たな機器も次々に世に

送り出されてきた。総務省の『情報通信白書』によると，平成１１年には全世帯の３７．

７％に過ぎなかったパソコンの普及率は，平成２１年には８７．２％にも及んでいる。

その後，緩やかな下降線をたどっているが，それに代わってスマートフォンが爆発的に

普及しており（平成２２年は９．７％だったものが平成２６年には６４．７％），情報

機器全体の普及率は現在でも上昇傾向にある（図２）。

こうした機器の普及と対応してインターネットの普及率も着実に増加を続け，平成２

５年には８０％を超えるに至り，どこにいても必要な情報をインターネットによって容

易に入手できるようになった。

アナログ技術の衰退とデジタル技術の問題

上記のようなデジタル機器の普及に対応して，従来からのアナログ方式の機器（以下

「アナログ機器」という。）は衰退の一途をたどっている。例えば，デジタルカメラの

普及の結果，フィルムカメラが生産中止や生産規模の大幅な縮小に追い込まれたように，

デジタル化の流れは，これまで一般に広く普及していたアナログ機器の衰退と直結する

という側面を有している。

一方，デジタル技術は絶えず進展しつづけているため，新たな機器が次々と開発され
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ると同時に，陳腐化した機器は製造中止に追い込まれる。また，デジタルデータ自体は

高い保存性を有しているが，データの再生機器や保存機器，ファイル形式やオペレーテ

ィングシステム（ＯＳ）6の更新が絶え間ない現状では，『発掘調査のてびき』で指摘さ

れた問題点は依然として存在していると言える。 

このようにデジタル技術はいくつかの問題を抱えているが，デジタル化の流れは社会

全体の趨勢であり，アナログ機器や技術の衰退もこれと一体のものである。埋蔵文化財

行政においても，こうした社会的な趨勢にどのように対応すべきかを検討する時期を迎

えているのである。 

 

２．デジタル技術導入にあたって必要な事項

掘調査記録のデジタル化 

 「整理・報告書編」では，発掘調査の記録を一次資料と二次資料とに大別した。前者

は発掘作業の諸段階で作成する図面や写真，日誌等の記録類のことを指し，後者は一次

資料の複製（デジタルデータを含む。）や様々な一次資料を整理・検討することをつう

じて作成した記録全般を指す。 

 また「集落遺跡発掘編」及び「整理・報告書編」では一次資料について，紙媒体とし

て適切に保存するとともに，デジタル化（二次資料を作成）し，ネットワークによる共

6 システム全体を管理するソフトウェア

図２  情報通信機器普及状況（平成 26年版 『情報通信白書』をもとに作成）
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有と情報発信の必要性を示している。このように，埋蔵文化財行政におけるデジタル技

術の導入については，恒久的な保存が求められる一次資料と，積極的な情報発信等の目

的で一次資料から作成される二次資料とに大別して考え方を整理する必要がある。より

具体的に言えば，

に大別できるということになる。

一次資料の性質とその作成と保存に関する地方公共団体の責務

埋蔵文化財は，日本及び全国各地域の歴史や文化の成り立ちを理解するうえで欠くこ

とができない，国民共有の貴重な歴史的財産である。そして，土地に埋蔵された遺構と

遺物の存在及びその相互関係を正しく理解するためには，考古学的な手法に基づく発掘

調査が必要となる。しかし，その一方で，発掘調査は，埋蔵文化財の解体や現状変更を

必ず伴い，再び同じ場所で同じ調査を繰り返すことはできないという性質を持っている。

発掘作業の過程で作成されるさまざまな図面や写真，日誌などの各種の記録類は，発

掘作業の成果を具体的に示す，かけがえのない一次資料であり，埋蔵文化財の解体や現

状変更の代償というべき性格を持つとともに，人類の過去を明らかするための重要な情

報ともなる。

『発掘調査のてびき』では，こうした一次資料の性質からして，

①発掘調査の記録類は相応の精度を持って適切な方法で作成されること。

②地方公共団体等の責任のもとで，恒久的かつ適切な保存管理を行う必要があること。

が強く求められることを示した。

なお，『発掘調査のてびき』では地方公共団体及び地方公共団体が設立した公益財団

法人等の発掘調査組織（以下「公益法人等調査組織」という。）を含め，「地方公共団体

等」としたが，平成２６年１０月に公表した『適正な埋蔵文化財行政を担う体制等の構

築について』（報告）において，埋蔵文化財行政における地方公共団体の設置責任を明

確にするために，「地方公共団体等」という表現は用いないこととした。

ここで示す一次資料の作成や保存管理についても，実体的には公益法人等調査組織を

はじめとする発掘調査組織（民間発掘調査組織を含む。）が行っている場合が多いと思

われる。しかし，本委員会によるこれまでの報告でも示してきたように，行政目的で行

う発掘調査は原則として，調査対象となった土地を所管する地方公共団体が主体となっ

て実施すべきものである。やむを得ず実施できない場合でも当該地方公共団体が発掘調

査の監理を行うなど相応の責任を果たすべきものであることから，一次資料の作成や保

7
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存管理についても地方公共団体が仕様や方法の提示等，様々な措置を行う必要がある。

8 印刷物は長期保管の実績があるとともに、保管や閲覧のために特別な機材や環境整備を必要としない

ことも、発掘調査報告書に求められる要件を満たしている。また、発掘調査報告書を作成・保管・公開

9 表計算や画像処理など、用途に応じて作られたソフト
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10 画像の密度のこと。 は dots per inchの略で１インチあたりのドット数を示す。ドット数が多い

ほど精度が増し、細部の表現が可能になる。
11 色の濃さや明るさを何段階で表現することができるかを表す数で、数が大きいほど細かな色や明るさ

の違いを表現できる。現在のパソコンでは、赤・緑・青の各色 256段階まで設定でき、赤 256×緑

256×青 256＝16,777,216色がフルカラーとされている。スキャナでは取り込める階調数をビットで示

し、８ビットがパソコンの 256段階に相当し、近年では各色 16ビットというものも増加している。
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13

12
13
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14

14 画像データのファイル形式の統一のことを指し、具体的には本報告第２部で提示する。
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地方公共団体の役割

また，地方公共団体は管内で発掘調査を行う民間発掘調査組織に対しても，必要な

精度を持った機材の使用やファイル形式の指定などデータの共有や長期保存を行うた

めに必要な事項を指示するなどして，適切な一次資料の取得と長期保管を実現できる

よう努める必要がある。

なお，デジタルデータの長期保存の実現及び効果的な活用を行うためには，記録保

存調査の原因者に負担を求められない経費が発生することが想定され，新たな予算を

確保する必要がある。そうした点においても地方公共団体が果たすべき役割はこれま

で以上に重要となる。

３．今回の検討課題

（１）課題の設定

一次資料のデジタル化の検討にあたり，喫緊の課題として挙げられるのは，デジタ

ルカメラの導入についてである。解説１で示すように，デジタルカメラの普及は，フ

ィルムカメラやフィルムの生産規模の縮小に直結していることから，早急な対応が必

要となる。従って，平成２８年度の検討課題は「デジタルカメラの導入」とし，本報

告書の第２部で指針を示すこととする。

平成２９年度は，発掘調査報告書のデジタル化について検討する。先述したよう

に，発掘調査報告書はその性質からして一次資料と同様，恒久的に「保存」しなけれ

ばならず，そのためには現在の技術では印刷物とするのが適切である。一方で発掘調

査報告書の作成部数は限られており，その存在を広く国民に周知し公開するという観

点から問題を抱えているのも事実である。この問題に対処するため，奈良文化財研究

この取組は，発掘調査報告書の「活用」と位置付けられ，印刷物の発掘調査報告書と

15

http://sitereports.nabunken.go.jp
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性格を大きく異にするものである。ここでは，この取組への具体的な対応とともに，印

刷物の発掘調査報告書と同等の精度を持ったＰＤＦデータの取扱い16をはじめとする印

刷物の発掘調査報告書とデジタルによる発掘調査報告書それぞれの役割や，デジタル

化時代の発掘調査報告書の在り方について検討する。

平成３０年度は，これまで作成した記録類のデジタル化について検討する。既存の

一次資料のデジタル化の問題は，フィルムなど資料そのものの劣化への対応と省スペ

ース化という観点から検討されることがあるが，それは長期保存を実現できるシステ

ムが構築されていることと強く関連している。その一方で，先に紹介したデジタルア

ーカイブのように，実資料の劣化を抑制しつつ効果的な活用を行うために，一次資料

も同時に保存しながらデジタル化を進めるという考え方もある。

いずれにせよ，この検討にあたっては，フィルムや紙として存在する既存の一次資

料とそこから生成される同程度の精度を持ったデジタルデータの扱いや，発掘作業の

段階でデジタルデータとして取得される記録類の取扱いについて議論する。

（２）デジタルへの移行について

デジタル技術は常に進歩を遂げており，新たな技術の誕生とともにそれまでの技術が

一気に陳腐化することがある。そうしたデジタルの特質からして，今回行う一連の検討

内容についても，あくまでも検討を行った時点の技術に基づいた指針となることをあら

かじめ断っておく。

それは，デジタル技術の特性からしてやむを得ないことであり，デジタル化を行う場

合には，その時々の技術の中から最も相応しい技術を選択して，導入を進める必要があ

る。よって，デジタル化を行おうとしている地方公共団体及び発掘調査組織においては，

本報告の内容を参考にし，適切な機材等と必要な予算の確保及び環境整備に努める必要

がある。

また，既にデジタル化への移行を終えた地方公共団体及び発掘調査組織においては，

それぞれの組織における使用機材，保存方法について検証を行い，必要があれば報告で

示す内容への段階的な移行を検討することが望まれる。

繰り返しになるがデジタル化を進めるにあたっては，適切な機材類の確保や体制の整

備等が必要となる。そのため，デジタルへ移行しようとする場合には，何をデジタル化

16 現在の技術では印刷物を作成する過程で、印刷に耐えうる精度を持ったデジタルデータが生成されて

いるが、こうした印刷物の版下の役割を果たすデジタルデータの役割を整理しておく必要がある。
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第１章 記録写真のデジタル化に関する検討の背景と目的

１．デジタルカメラの導入に関する検討の方針

（１）検討理由

銀塩写真の衰退

第１部で示したように，近年のデジタルカメラの普及は銀塩写真を急速に衰退に追い

込んでいる。その実態については解説１で示したとおりであり，

①フィルムカメラの生産規模の縮小

②フィルム生産量の減少

③現像所の減少

④デジタルデータを前提とした印刷技術の普及

が挙げられる。このように，銀塩写真の衰退は単にフィルムカメラの生産規模の縮小と

いう一面的な要因のみではなく，フィルム等も含めた産業構造総体としての衰退と言え，

発掘調査の記録としての写真もフィルムからデジタルへの転換を具体的に検討すべき

時期に差し掛かっていると言える。

地方公共団体における実態

今回の検討に先立ち，都道府県及び政令指定都市，市町村に対しデジタルカメラの導

入状況に関する実態調査を実施した。その結果は資料１で示したとおりである。特に注

目すべき結果は，市町村の３５％がフィルムカメラからデジタルカメラへ完全に移行し

ているという実態が明らかになったことである。

また，約７６％の市町村がデジタルカメラへの導入に関して国に対し指針の策定を求

めると回答するなど，デジタルカメラの導入が進んでいる反面，どのような機種が適切

であるかなど，手探りの状態で移行が進められている実態が明らかになった。

（２）検討にあたっての基本方針

『発掘調査のてびき』では，埋蔵文化財の記録としての写真の特性を示し，求められ

る精度等について具体的に示した。そこでは，発掘調査報告書の図版等に使用する場合

に必要な精度をフィルムカメラではフィルムサイズで，デジタルカメラでは解像度を挙

げて具体的に示した。内容については解説２で掲げるが，『発掘調査のてびき』におけ

る写真に関する基本方針は，埋蔵文化財の記録として求められる精度を基本に据え，そ

れはフィルムカメラであってもデジタルカメラであっても同様であるということを前

提としている。

本報告でもこの考え方を踏襲する。すなわち，「これまでフィルムカメラで撮影して
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２．指針として示す事項
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第２章 デジタルカメラ導入に関する指針

１．デジタルカメラの選択に関する指針

（１）発掘作業における写真の利用目的

「集落遺跡発掘編」で示したように，発掘作業における写真の利用目的には，

①長期保存と活用を目的とした発掘記録

②発掘作業の過程の記録（メモ）

③遺構や遺物の実測・測量・図化目的の計測

があり，目的に応じて撮影方法や機材，照明方法なども異なってくる。そして，「長期

保存と活用を目的とした発掘記録」に用いる写真は，４×５ｉｎ判やブローニ判のフィ

ルムカメラが相応しいとし，３５ｍｍフィルムカメラはメモ用としての利用が基本であ

るとした。

（２）「長期保存と活用を目的とした発掘記録」のために使用するカメラ

推奨するデジタルカメラ

「長期保存と活用を目的とした発掘記録」のために使用するカメラには，フルサイズ

デジタル一眼レフカメラ（解説３参照）を推奨する。その理由は，撮像センサー17のサ

イズがＡＰＳ－Ｃ以下のデジタルカメラと比べて，

①画質を左右する画素18ピッチ19にゆとりがある

②同一焦点距離のレンズでは画角が広くなり，遺跡の全景写真など広角撮影時に有利

である20

③高性能なレンズのラインナップが豊富である

ためである。

画素数は，フルサイズデジタル一眼レフカメラに限っても１２００万画素程度のもの

から５０００万画素以上のものまでメーカーにより大きな違いがある。画素数を落とす

ことによって画質の向上を図っている機種もあるため，一概に画素数により機種の優劣

17 光をデジタルに変換するためのイメージセンサー・撮像素子。
18 画像における色情報(色調や階調)を持つ最小単位。ピクセル。
19 デジタルカメラの受光素子の精細さを表す指標で画素の大きさのこと。画素ピッチにゆとりがないと

画素数を増加させたことによる受光面積の減少のために、精細な画質が得られなくなることがある。
20 34～35 頁参照
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は決められないが，「集落遺跡発掘編」で述べたとおり，２０００万画素以上の画像を

撮影できる機種が適当である。

フルサイズデジタル一眼レフカメラによる高精細撮影

フルサイズデジタル一眼レフカメラを用いてブローニ判程度の精度の写真を撮影す

るためには，感度を基本設定以上に上げず，ブレ防止のために堅牢な三脚に据え付け，

ピンボケ防止のために背面ディスプレイのライブビュー画面をみてピントを調整21し，

23

21

22 ～

～

また，３５ｍｍフィルムカメラでは１カットにつき，露出を変えながら２～３枚撮影

することが一般的であったが，ＲＡＷデータの場合は現像の工程で，露出をある程度調

整することができるので，フィルムカメラのような撮影方法を採らなくともよい。ただ

し，ごく希に，撮影したデータを記憶メディアに書き込む際にエラーが発生する場合が

あるので，撮影の都度，結果を確認するか，エラーに備えて複数枚撮影する。

なお，デジタル写真はフィルムを必要としないため撮影コストが押さえられるととも

に，データ保存の省スペース化も実現できるため往々にして撮影カット数が増加する傾

向がある。また，デジタルデータの特性から，撮影後の加工や修正がフィルムよりもは

るかに容易であるため，撮影が雑になる恐れもある。しかし，解説４で示すようにデジ

タルデータはフィルム以上に，後処理や保存に手間や経費がかかることを念頭におき，

撮影にあたっては，その用途を意識し，過不足のない撮影を心がけることが大切である。

なお，デジタルデータの特性として改変が容易という点が挙げられる。当然のことな

がら写真としての真正性を保つためにも，オリジナルデータを適切に保存しなければな

らない。

中判デジタルカメラ
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デジタルバックタイプの場合は，中判フィルムカメラのフィルムバックと交換するこ

とで従来の中判カメラと組み合わせたり，アダプターを装着して大判フィルムカメラに

取り付けて使用したりすることもできるほか，専用のカメラボディーも発売されている。

（３）「発掘作業の過程の記録（メモ）」等に用いるデジタルカメラ

メモ等に用いる写真は，ＡＰＳ－Ｃデジタル一眼レフカメラ（以下，「ＡＰＳ－Ｃデ

ジタルカメラ」という。）やそれ以下のセンサーサイズのカメラ，あるいはコンパクト

デジタルカメラでも問題ない。また，フルサイズデジタル一眼レフカメラを使用する場

合は，ＪＰＥＧ形式のデータのみを撮影する方法もある。

－

表１ フィルムカメラとデジタルカメラの精度の対応関係に関する目安24

24

25

26
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ることを推奨する。

２．ファイル形式に関する指針

（１）基本的な考え方

デジタルカメラで生成できるデータは，ＪＰＥＧ形式のデータとＲＡＷデータの二つ

である場合が多く，それぞれデータの大きさや精度が異なっている。そのため，ファイ

ル形式の選択は，写真個々の使用目的を勘案して行う必要がある。

（２）「長期保存と活用を目的とした発掘記録」としての写真のファイル形式

推奨するファイル形式

「長期保存と活用を目的とした発掘記録」としての写真は，ＲＡＷデータから生成し

た非圧縮のＴＩＦＦ形式で保存することを推奨する。その理由は，

①撮影により取得した情報を漏れなく保存できること

②データの安定性と汎用性が高く，システムのサポート終了等により，データそのも

のを読み出せなくなるリスクが少ないこと

である。

ただし，非圧縮のＴＩＦＦ形式のデータは，ＲＡＷデータから生成するため手間がか

かるとともに，一枚当たりのデータ量が大きいため保存する枚数の増加に伴ってそれに

要する予算が増加するという問題がある。そのため，非圧縮のＴＩＦＦ形式で保存する

データは，発掘調査報告書や図録等で掲載する写真を原則とするなど，ある程度，選択

的に保存するという方法が考えられる。

ＪＰＥＧ形式のデータ

非圧縮のＴＩＦＦ形式のデータは，データ量が大きいためインターネットなどによる

配信やデータベースの構築には不向きである。そのため，様々な利用を想定し，非圧縮

のＴＩＦＦ形式のデータのほかにＪＰＥＧ形式のデータも保存するのが適当である。ま

た，低解像度あるいは圧縮率の高いＪＰＥＧ形式のデータをインデックスとして利用す

ることにより，デジタルデータの管理を行い易くすることもできる（参考１参照）。

（３）「発掘作業の過程の記録（メモ）」等に用いる写真のファイル形式

「発掘作業の過程の記録（メモ）」等として撮影する写真や，被写体の色の再現をさ

ほど求めない場合は，ＪＰＥＧ形式による保存のみであってもよい。ただし，ＲＡＷデ

ータからホワイトバランス等の調整を経て生成したＪＰＥＧ形式のデータと，デジタル

カメラで自動生成されたものとでは見た目に異なることがある。また，圧縮率を変える

ことにより，精度や品質も変化する。
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そのため，ＪＰＥＧ形式のデータの取扱いについては，使用目的に応じて，生成方法

や圧縮率等について調査組織ごとに一定の方針を定めておくのが望ましい。

（４）ＲＡＷデータの扱い

解説４で示すとおりＲＡＷデータは，現像ソフトのサポート終了によりデータを閲覧

することすら不可能になる恐れがあること，またデータ量が大きいという保存上の問題

がある。ただし，文化財の記録写真としての真正性を担保する観点や，現像ソフトの処

理内容の改善，現像者のスキル向上，あるいは画像内で必要とする調整内容が当初と異

なるものになる可能性を勘案すると，現像ソフトとともに保存することにも意味がある。

その場合，保存管理するデータ容量が課題となるので，組織におけるデジタルデータ

の保存環境を見極めつつ，ＲＡＷデータの保存について検討することが望まれる。

３．デジタルデータの保存に関する指針

（１）基本的な考え方

データ量に応じたシステムの構築

画像保存に係るシステムの規模や構成は，データ量の多寡によって左右される。すな

わち，都道府県及び発掘調査を日常的に実施している市町村など，膨大な画像データを

保有し，かつ将来的なデータの増加も著しいと予想される組織は，画像データ保存のた

めの記憶メディアの容量も必然的に大きくなる。また，膨大なデータの検索やマイグレ

ーションを行うためには，保存システムと連動した検索，管理システムの導入が必要と

なるため，システム構築や維持のための費用も多額になる。

ハードディスクは，不慮のデータ消失のリスクを極力回避するために，無停電電源装

置（ＵＰＳ対応）27やＲＡＩＤ技術28を導入したシステムを採用するのが望ましい。ただ

し，こうしたシステムを採用しても，落雷や災害によりデータが消失するリスクを完全

に回避することはできず，機器そのものの寿命もあるため，ハードディスクを複数台準

備するか，あるいは光ディスクや紙媒体によるバックアップを行う必要がある。

27

28
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も必要となる。

一方，画像データの保有量が少なく，将来的に増加もさほど想定できない市町村等も，

データ保存に対する基本的な考え方は変わらず，両者の違いは画像データ保存のための

記憶メディアの容量の違いだけとなる。
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４．デジタルカメラの導入のために必要な環境整備

29 撮影内容や対象によっては中判デジタルカメラも必要となる。
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営で行う事態も発生する。具体的には，ＲＡＷデータから非圧縮のＴＩＦＦ形式のデー

タを生成する作業は，フィルムにおける現像を直営で行うことに相当するため，新たな

業務が発生することになる。

そのため，地方公共団体及び発掘調査組織はデジタルデータを適切に取扱うことがで

きる人員の配置と育成に加え，デジタルカメラの導入により新たに加わる作業に対応す

るための措置が必要となる30。

５．国・奈良文化財研究所の役割

（１）文化庁の役割

文化庁は，講習会や研修会の場において本報告の内容を周知するとともに，地方公共

団体が体制を整備するために必要な助言等を行う必要がある。また，今後のデジタル技

術の進展を注視し，本報告で示した内容を大きく変更しなければならない状況になった

時は，再検討を行う必要がある。

（２）奈良文化財研究所の役割

奈良文化財研究所では写真撮影等に関する研修事業が行われているが，今後ともこう

した研修を継続するとともに，より一層の充実が求められる。また，今後ともデジタル

技術の進展を注視し，発掘調査の実施や活用事業の推進につながるデジタル技術に関す

る情報の収集や技術の開発等，先駆的な取組が求められる。

30 RAWデータから非圧縮の TIFF形式のデータを生成する作業を外注することも考えられるが、平成 28

年度現在において、実績に乏しく、対応できる業者がどの程度、存在するか不明である。
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解説１  銀塩写真を取り巻く現状

（本文１４頁他に対応） 

 

１．フィルムカメラの生産と現像技術の問題

デジタルカメラの普及とフィルムカメラの衰退

 一般社団法人カメラ映像機器工業会の調査（「カメラ映像機器工業会統計」）によると，

一般世帯におけるデジタルカメラの普及率は，平成２２年には７１．５％に及んでいる。

そして，デジタルカメラの普及に反比例するようにフィルムカメラは衰退の一途をたど

り，平成１９年をもって出荷台数の調査そのものが中止された。 

実際，平成２８年４月現在，日本国内で入手できるフィルムカメラ（新品）は，３５

ｍｍカメラ２社３機種（うち，１機種は生産中止で在庫のみ），中判以上の国産カメラ

は１社１機種（レンズ交換不可のため，埋蔵文化財の記録には適さない）に限られてい

る。しかも，３５ｍｍカメラの発売時期は平成７年，１２年，１６年のものであり，最

新の機種でも１３年も前のものという状況である。

また，フィルムカメラの製造中止やメンテナンス期間の終了により，現在使用して

いる機材の修理ができなくなる事態も発生している。こうした機材の縮減傾向は，カ

メラの大勢をデジタルカメラが占める２１世紀になって一気に進行し，フィルムカメ

ラの新たな機種の発売など到底見込めない状況である。

台 

年 

デジタルカメラ出荷台数の推移（一般社団法人カメラ映像機器工業会調べ）
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フィルム現像技術の問題

適切に現像処理された白黒写真は，適切な保存環境のもとでは，すでに１５０年以上

の保存実績がある。このため，「整理・報告書編」では，フィルムを長期保存するため

に必要な要件等を具体的に示した。ところが，長期保存の前提となる「適切な現像処理」

が困難になってきている。

これは，フィルム需要の低下により，現像所が年々閉鎖され，それに伴い現像技術

を有する技術者が減少していることが大きな要因と考えられる。発掘調査で一般的に

使用されているカラーリバーサルフィルムと白黒フィルムについては，使用する薬品

や工程がカラーネガフィルムとは異なるため，一般の写真店では処理できない上，現

在では取り次ぎ先となる現像所も極端に限られるなど事態は一層深刻である31。 

このように，銀塩写真は感材やフィルムラインナップ，印画紙32など産業構造総体と

して崩壊を迎えつつあり，高精度なデジタルカメラを廉価で購入できるようになってい

る現状を考慮すると，フィルム需要の回復を望むのは現実的ではないだろう。 

 それに加えて，フィルムの流通量も大幅に減少し，その結果として価格の高騰と品薄

を招いており，都市部以外では入手困難な状況も起こりつつある。

                                                  
31

32

平成 21年経済センサス 9,338  3,902  5,436  

平成 24年経済センサス 6,976  2,911  4,065  

平成 26年経済センサス 4,595  1,984  2,611  

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000



29 |

２．印刷の問題

ＤＴＰの普及に象徴されるように，印刷業界においてもデジタル機器を利用した編集

が一般化している。アナログ時代に大きな比重を占めていた文字組版，版下作成，カラ

ー分解，レタッチ33などの作業がＤＴＰに集約されたことにより，フィルムや紙焼きで

提出した原稿も，スキャナやデジタルカメラによる撮影によってデジタル化された後に

編集する方法に変化している。

そのため，印刷物に使用される写真は①アナログ（フィルムや紙焼き）→②デジタル

（編集用）→③アナログ（印刷物）という過程となり，①から②へと変換させる作業の

中で，スキャナやデジタルカメラの性能や機器の設定等により色調の変化や解像度の低

下が発生する場合もある。つまり，銀塩写真を印刷物にする場合，写真そのものの精度

に加え，デジタル化する際の機器の性能やデジタル化の方法が，仕上り品質に影響を及

ぼすことになるのである。

また，フィルムを高精細な状態でデジタル化できるドラムスキャナ34のような機器は

概して高価であるが，デジタル入稿であればこうした機器は不要となる。そのため，今

後デジタル入稿が更に進めば，需要の低下によるスキャナの生産中止も危惧される。し

たがって，どんなに高精細なアナログデータであっても，印刷する際にその精度を再現

できなくなる恐れもある。

なお，デジタルカメラにより撮影した画像データを入稿する場合のてびきとして，「デ

ジタルカメラ入稿ガイド」が公表されている35。

33

34

35 http://www.dnp.co.jp/news/100621_guide.pdf
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解説２ 『発掘調査のてびき』で示した発掘調査記録としての写真

（本文１７頁に対応）

１．発掘調査記録としての写真の特性

埋蔵文化財写真の特徴

「集落遺跡発掘編」では（埋蔵）文化財写真の特徴として，次の点を挙げた。

①撮影対象となる遺跡や遺物は，天候や温湿度，遺物の搬出入などさまざまな要因に

よって撮影の都度，何らかのダメージを受ける。

②発掘によって消失する遺跡の写真は，基本的には再撮影が不可能であり，撮影を失

敗するわけにはいかない。

そして発掘調査において，遺跡の姿を克明に記録する役割を担うことから，撮影時点

から「写真そのものが文化財」になることを意識する必要があるとした。また，撮影に

あたっては客観的で明確な視点を持ち，撮影時点で採用しうる最善の方法や技術によっ

て，後日の検証に耐えうるだけの，明瞭かつ精緻でより情報量の多い記録写真を撮るこ

とが求められるとした。こうした写真による記録は，材質感の描写，形状と位置（立体

感や遠近感）の表現，雰囲気・臨場感の表現において優れており，実測図や測量図とと

もに発掘調査における記録の中心となるものである。

理想的な文化財写真

文化財写真の特徴を十分に活かした適切な記録としての写真の要件は，

①鮮明・鮮鋭である（ブレやボケがない）

②高解像度である（粒子が粗くない）

③適度な濃度（濃すぎない・薄すぎない）

④適度なコントラスト（高いコントラストでもとんでいない，低コントラストでもね

むくない36）

⑤色に偏りがない（実物に近い色）

⑥立体感・材質感がある（良好な光線状態）

⑦遠近感がある（レンズの選択，撮影高度や位置，フレーミング37などが最適）

である。こうした目的を達成するために，「集落遺跡発掘編」では被写体や撮影・使用

目的に応じた撮影機材やフィルムの選択，撮影方法，撮影条件（天候や時刻等）等につ

36 「とぶ」とは、写真の中のハイライトの部分が真っ白になることで、「ねむい」とはコントラストが

低くぼやけた印象を受ける写真のことを指す。写真業界の用語であるが、ここでは『発掘調査のてび

き』で用いた表現をそのまま掲載した。
37 撮影の際にファインダーを通して見える撮影範囲や、撮影範囲と構図をファインダーを通して決定す

ることを指す。
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いて必要な事項を示した。

２．『発掘調査のてびき』におけるデジタルカメラの扱いついて

デジタルカメラの利用について

「集落遺跡発掘編」では，銀塩写真に基軸を置きつつ，フィルムカメラとデジタルカ

メラの精度や機材を対比し，色調再現の注意点，保存に関する留意点などを簡単に示す

に留めた。

その後，比較的，廉価なデジタル一眼レフカメラや高性能なパソコン関係機器が登場

し，記録媒体の低価格化も伴ってデジタル写真が広く普及した。この結果，フィルムラ

インナップの減少や高騰，現像所の閉鎖や現像技術の低下を招くことになり，平成２５

年３月に公表した「各種遺跡調査編」では，デジタルデータの保存について追加・補足

的な説明を行った。

「集落遺跡発掘編」で示した保存形態

「集落遺跡発掘編」では，デジタルデータの長期保存方法として，２箇所以上に分散

させたファイルサーバに同時保存する体制が望ましいとしている。そして将来的には，

改良されたファイル形式や新しいファイル形式へ更新していく作業が発生することが

見込まれるため，これらを効率的に行うデータベースの構築と写真専用ファイルサーバ

での保存を連携して行う長期的予算と体制の確保が欠かせないとした。

これは，デジタルカメラに移行する際，フィルム購入や現像費用の削減，成果物保存

の省スペース化というデジタルデータの利点のみが強調され，長期的な保存に必要な条

件が考慮されないまま安易にデジタル化が進められることへの注意喚起の意味も含ん

でいる。

，一般社団法人日本写真学会と文化

財写真技術研究会が共同で「文化財写真の保存に関するガイドライン」38を平成２４年

５月に公表したことを受けて，デジタルデータの長期保存のための方法をいくつか示し

た。具体的には，ハードディスクなどのローカルストレージと，別の場所に設置したサ

ーバにネットワークを介してアクセスするオンラインストレージの併用を推奨し，ロー

カルストレージはハードディスクの他に，光ディスクの利用も示した。また，デジタル

データから作成した高品質なプリントアウトも保存するハイブリッド保存についても

言及した。

38 「文化財写真の保存に関するガイドライン」http://www.spstj.org/item/pdf/1337264652_event_pdf2
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解説３ デジタルカメラ

１．デジタルカメラの基礎知識

デジタルカメラの種類

デジタルカメラの種類は，

①小型でレンズが本体に組み込まれて交換できないコンパクトデジタルカメラ

②レンズ交換が可能であるが光学式ファインダーが省かれ，電子式ファインダーのみ

を持つミラーレス一眼レフカメラ

③レンズ交換が可能で，光学式ファインダーを持つ従来の一眼レフカメラをデジタル

化したデジタル一眼レフカメラ

④中判デジタルカメラ

に大別される。市場で最も流通しているコンパクトデジタルカメラは，その性能が特に

多様であり，８倍程度のズームレンズを持った小型で低価格のものから，３０倍程度の

高倍率ズームレンズを持ったものや，大型の撮像センサーを搭載したものに至るまでそ

のラインナップは豊富である。

デジタルカメラとフィルムカメラによる撮影の違い

発掘調査の記録としての写真の意義や求められる精度等は，例え使用機材がフィルム

カメラからデジタルカメラに代わったとしても，その本質が変わることはない。すなわ

ち，解説２で述べた理想的な文化財写真に求められる７つの要件を満たす必要がある。

しかし，フィルムカメラからデジタルカメラに機材が変わることで，目的を達成するた

めの手法が若干異なってくる。

例えば，天候など撮影条件を全く同じとした場合，高解像度の写真を撮影するために

は，フィルムカメラでは機材とフィルムサイズやフィルム感度の組み合わせで対応する

が，デジタルカメラではセンサーサイズと画素数を主としながら，感度設定とレンズの

組み合わせによって対応することになる。

また，解説２で示した理想的な文化財写真の要件のうち「適度な濃度」「適度なコン

トラスト」「色に偏りがない」は，フィルムカメラはフィルムの選択，露出とシャッタ

ースピードのバランス，カラーターゲット写し込み，そして現像やプリントの調整によ

り達成できるが，デジタルカメラは前者に加えてファイル形式の適切な選択とホワイト

バランス等の調整が必要となる。

撮影機材については，フィルムカメラがその構造の単純さから１０年以上の長期にわ

たって生産される機種も少なくなかったのに対して，デジタルカメラは他のデジタル機
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器と同様，新機能を備えた機種が１年程度の短いサイクルで開発・生産され，その都度，

古くなった機種が生産中止となるなど機種の陳腐化が著しいといった違いがある。 

２．デジタルカメラの画質

センサーサイズ

 フィルムカメラはフィルム感度が同一の場合，

使用するフィルムが大きくなるほど情報量が増す

ことになる。デジタルカメラでは，センサーサイズ

と画素数により情報量が決定される。 

つまり，センサーサイズとは，銀塩カメラにおけ

るフィルムの大きさに相当するものであり，メー

カーの違いによる撮像センサーそのものの性能の

違いが指摘されることはあるものの，一般的には

センサーサイズが大きくなるほど精細な描写が可能になり，色の再現性や感度等も有利

になる。 

一般的なデジタル一眼レフカメラは，撮像センサーの大きさが３５ｍｍフィルムとほ

ぼ同等（３６ｍｍ×２４ｍｍ程度）のフルサイズデジタル一眼レフカメラと，撮像セン

サーの大きさがＡＰＳフィルムとほぼ同等（２３．７ｍｍ×１５．７ｍｍ程度）のＡＰ

Ｓ－Ｃデジタルカメラがある。 

 

撮像センサーの構造

－

ンサーサイズとレンズ焦点距離

センサーサイズ模式図 
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m
－

－

センサーサイズと画角との関係 

写真 1 比較撮影した土器片俯瞰集合写真 

写真２ フルサイズでの撮影距離 写真３ APS-Cでの撮影距離 
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３．印刷物と画素数の関係について

報告書等で使用する写真を撮影する際に，どの程度の画質が必要になるかは，画素数

を目安にすると分かりやすい。もちろん，単純に画素数だけで画像の精度をはかること

はできないが，以下の式によって，必要な画素数を算出することができる。

画素数 ≒
成果物の幅(㎜)×成果物の線数×２

25.4 ㎜（１インチ）
×

成果物の高さ(㎜)×成果物の線数×２

25.4 ㎜（１インチ）

例えば，Ａ４判（２１０ｍｍ×２９７ｍｍ）の全面にスクリーン線数１７５線で写真

を印刷する場合に最低限必要な画素数は，

210×175×２

25.4
×

297×175×２

25.4
＝11,842.527 ≒ 1200万画素

つまり横２８９４×縦４０９３ピクセル（約１２００万画素）となる。それに，撮影

後のトリミングや階調補正（逆光など明暗差の大きなシーンで白飛びや黒つぶれの多い

写真の明暗部を引き出すことなど。）の可能性を考慮し，本報告では必要な画素数を２

０００万画素（およそ５４００×３６００ピクセル）とした。

写真５ フルサイズ撮影の部分拡大 写真６ APS-C撮影の部分拡大
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解説４ ファイル形式等

１．さまざまなファイル形式

平成２８年度現在，一般的なデジタルカメラにおける画像情報の記録にはＪＰＥＧの

拡張規格であるＥｘｉｆ39形式が採用されている。また，高級機種ではＪＰＥＧ形式の

ほかにＲＡＷデータの記録もできる。

ここでは，アンケート調査において選択肢としたＲＡＷデータと非圧縮のＴＩＦＦ形

式，ＪＰＥＧ形式を中心に簡単に説明する。

ＲＡＷデータとは

ＲＡＷデータとは，センサーから出力された画像データを生に近い状態で保存したも

のを指す。したがって，ファイル形式ではなく，画像を生成するための元データであり，

メーカーや機種の違いによってデータ形式は異なっている。

ＲＡＷデータは撮影時の画像情報がそのまま保持されており，現像ソフトによって，

ホワイトバランス，カラーバランス，露出，コントラスト，明度，彩度，レンズキャリ

ブレーション40などの補正を行うことで高画質の画像を生成することができる。言い換

えれば，デジタルカメラの性能を最大限利用して，埋蔵文化財の記録写真に必要とされ

る正確さと客観性を持った画像を後から生成することができる方式と言える。

ただし，ＲＡＷデータのままだと，印刷等に利用することができないため，パソコン

を用いて汎用性のあるファイル形式で新たな画像を生成する必要がある。ＲＡＷデータ

から別のファイル形式の画像を生成する処理をフィルムの現像処理になぞらえて「現像」

と呼ぶ。

非圧縮のＴＩＦＦ形式

汎用性のあるファイル形式のうち代表的なものには，非圧縮のＴＩＦＦ形式がある。

非圧縮のＴＩＦＦ形式は，ＲＡＷデータの持つ情報をすべて再現できるとともに，ほと

んどの編集ソフトに対応しており，色に関する制約も少ない。そのため，平成２８年度

40
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現在において，ＲＡＷデータから生成する非圧縮画像のファイル形式としては，最適で

あると考えられる。

ＪＰＥＧ形式

ＪＰＥＧ形式とは，一般的には圧縮前のデータを復元できない非可逆圧縮のファイル

形式である。元の画像とできるだけ同じに見えるようにしながら，近似する色を同じ色

とするなどして画像内の異なる色の数を減らし，データ量を軽減している。そのため，

生成されたデータは，色情報の間引きやホワイトバランスの固定がなされるものの，過

度な圧縮をしない限り，見た目には非圧縮の画像と大きな違いはない。データ量が小さ

くて済むために取扱い易く，インターネット等による配信も比較的容易である。また，

圧縮率の変更も可能であるので，用途に応じて圧縮率を変えることにより，インデック

スから印刷用に至るまで幅広く利用することもできる。

その他のファイル形式

上記以外の主なファイル形式として，ＰＳＤ形式，ＢＭＰ形式，ＰＮＧ形式，ＧＩＦ

形式などがある。

ＰＳＤ形式は，アドビシステムズの画像編集ソフトウェア「Ｐｈｏｔｏｓｈｏｐ」の

標準ファイル形式である。レイヤーやパスなどの情報を付加して保存できるため，画像

編集中のデータ保存には適しているが，利用できるソフトウェアが限られている。圧縮

には対応しておらず，データ容量は大きい。

ＢＭＰ形式は，マイクロソフト ウィンドウズの標準ファイル形式である。以前は，

アップル マッキントッシュでは開けなかったが，現在では利用できるようになってい

る。基本的に非圧縮であり，データ容量は大きい。

ファイル形式等 色調 色調

補正

圧縮 圧縮時の

品質低下

汎用性 Exif

RAW（ロウ）

Raw
フルカラー ◎ × － × ○

TIFF（ティフ）

Tagged Image File Format
フルカラー ○ ×

（△）

－

（設定による）

◎ ○

JPEG
Joint Photographic Experts Group

BMP
Windows Bitmap

16 777 216

16 777 216
－

PSD（ピーエスディー）

Photoshop Data
フルカラー △ × － × ×

PNG（ピング）

Portable Network Graphics
フルカラー △ ○ なし ○ ×

GIF（ジフ）

Graphics Interchange Format
256 色 △ ○ なし ○ ×
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ＰＮＧ形式とＧＩＦ形式は，ＪＰＥＧ形式とともにインターネットで広く普及してい

るファイル形式である。ＰＮＧ形式はフルカラーに対応しているが，ＧＩＦ形式は最大

２５６色しか利用できない。いずれも画質の劣化のない可逆圧縮により，データ容量を

抑制している。

ＰＳＤ形式，ＢＭＰ形式，ＰＮＧ形式，ＧＩＦ形式は，いずれもＥｘｉｆに対応して

おらず，ＪＰＥＧ形式やＴＩＦＦ形式のように撮影時の付加情報を格納することはでき

ない。そのため，これらのファイル形式で保存した場合，撮影時の情報が欠落してしま

うので注意を要する。

２．それぞれのファイル形式等の特性

ＲＡＷデータの取扱いの留意点

ＲＡＷデータの取扱いには，以下の課題がある。

①現像のために高性能なパソコンが必要となる

ＲＡＷデータを現像して汎用画像ファイル形式を生成するには，高性能なパソコン

と現像ソフトが必要である。現像ソフトは高機能化が進行しているため，新しいもの

が望ましいが，最新の現像ソフトは使用するパソコンにも相応の処理能力を求めるこ

とになる。そのため，性能が低く古いパソコンでは処理に時間がかかったり，ＯＳが

対応しなかったりすることがある。また，古い現像ソフトでは，最新機種で撮影した

ＲＡＷデータの現像処理ができないこともある。

②現像に相応の時間と手間がかかる

適切な画像ファイル形式に加工するには，１カット毎に相応の手間を要する。特に，

ＲＡＷデータはホワイトバランスなどが確定していないため，現像ソフトを使って

様々な設定や補正を行い適正なものに仕上げる必要がある。

フィルムの場合は現像処理を外注するのが一般的であったが，ＲＡＷデータの場合

は現像処理を撮影者及び調査組織が行う場合が多く，この作業に相応の時間と能力が

求められる。そのため，発掘調査で撮影した写真すべてをＲＡＷデータのみとするの

は，適切とは言えない。例えば，ＲＡＷデータとＪＰＥＧ等の画像を同時に保存する

機能を利用するなど，その目的，用途に応じてデータを使い分けるのも現実的な対応

と言える。記録写真用途なのかメモ写真用途なのか，色調の再現性も考慮して撮り分

ける姿勢が大切である。

③現像ソフトのサポート終了の恐れがある

ＲＡＷデータは画像情報をそのまま保つため，データ量が大きくなる。また，先述

のとおりメーカーや機種の違いによって形式がまちまちであり，そのまま保存してお

くと，現像ソフトのサポート終了によりデータを閲覧することすら不可能になる恐れ

がある。対応する現像ソフトをＲＡＷデータとともに保存するか，より汎用性の高い
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解説５ データの保存

（本文２１頁に対応）

１．デジタルデータの記録媒体

デジタルデータを保存するための代表的な記録媒体には，ハードディスク，光ディス

クがあり，アンケート調査でもこの二つの記録媒体による保存が大半を占めている。こ

こでは，この二つの記録媒体の特性を示すとともに，「集落遺跡発掘編」で望ましいデ

ジタルデータの分散保存の例とした，オンラインストレージについても紹介する。

ハードディスク

磁性体を塗布した円盤を高速回転し，磁気ヘッドを移動することで，情報を記録し読

み出す記憶装置である。記憶容量に対して圧倒的に低コストであり，読み書きの高速性

もあって，現時点では最も優れた記憶装置と言える。近年ではテラバイト単位のものも

安価で入手できるようになった。

ただし，ハードディスクはエラーの存在を前提に設計されており，ある日，突然，デ

ータが読み込めなくなるという事態も発生しうる。また，ハードディスクは磁気には強

いものの，ホコリや衝撃，落雷による急激な電圧変動に弱いという弱点がある。さらに，

外付けハードディスクの寿命は１万時間（３～４年）程度と言われており，定期的な更

新も行わなければならない。

光ディスク

ＣＤ，ＤＶＤは代表的なデジタル記録媒体である。これらのディスクは，直射日光や

温湿度の変化に弱く，適切に保存していても色素膜の劣化やカバー膜の白濁化によるデ

ータ消失の危険性がある。また，表面に傷がついたり，レーベル面（印刷面）へ先端が

尖ったもので刺激を加えたりすることによりデータが破損する恐れもあるなど，取扱い

には注意を要するが，安価で携帯性に優れ，磁気の影響を受けないなど，ほかの記録媒

体に無い利点もある。
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は光ディスク以外の記録媒体が主流となる可能性が考えられる。

オンラインストレージ

オンラインストレージの利用は，データを別の場所に保存することにより，災害等に

よりシステムそのものが物理的に破壊された場合もデータを保持できるという特性が

ある。このことから，ローカルストレージとオンラインストレージを併用する方法が，

現状では最善のデジタルデータ保存の手段といえる。

さらにｗｅｂ上では，無償のオンラインストレージも提供されており，気軽に利用で

きる環境にある。しかし，ある日突然サービスが停止されるリスクや，データ消失が契

約上の免責事項とされているものがあることを踏まえると，それ単独では万全の保存体

制とはならない。

また，ネットワーク環境やセキュリティの観点から，こうしたサービスの提供を受け

られない組織も少なからず存在するなど，その利用は必ずしも容易ではない。

２．デジタルデータの長期保存

デジタルデータの保存に伴うリスク

デジタルデータを長期保存するために，本文では，データを分散保存することにより，

リスクを回避することを指針として示したが，一般的にデータを長期保存するには以下

のリスクが指摘されている。

①物的リスク

機器故障，媒体不良等の物的要因により安定保存が妨げられる状態

②人的リスク

作業者の作業ミス等の人的要因により安定保存が妨げられる状態

③災害リスク

地震，火災等の外的要因により安定保存が妨げられる状態

④情報セキュリティリスク

セキュリティの脆弱要因により安定保存が妨げられる状態

リスクへの対応

それぞれのリスクへ対応する方法として以下の方法が示されている。

①物的リスク

○機器を冗長化（サーバやネットワークなどの機器故障等による負荷の急増に備

えて，必要とされる設備よりも多めに予備設備を準備しておくこと）する。

○データをコピー分散して保存する。機器が故障していないか毎日点検する（チ

ェック体制の構築）。
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②人的リスク

○データを操作できる人間を特定する（不必要な人には触らせない）。

○データをコピー分散して保存する。

③災害リスク

○データをコピーし別地保存（遠隔地保存）する。

○分庁舎にもデータ保存。

○提携自治体とのデータ相互持合い。

④情報セキュリティリスク

○データを保存した機器のセキュリティを万全にする。

○パッチ（ソフトウエアの欠陥修正等を目的に，ソフトウエアの書き換えを行う

プログラム）適用とウイルス対策を万全にしたパソコンでデータを操作する。

○データは必要に応じてアクセス制限を設定する。

○バックアップデータの暗号化。機器の施錠（持ち去り防止）。

もちろん，すべての発掘調査組織に対し，これらの対策をすべて求めるのは現実的

とは言えないが，デジタルデータの保存を行う上では，保存に伴うリスクと対策につ

いての知識は持っておきたい。

  

リスクと対策案の概念図 
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１．デジタルデータの保存とデータベースの構築

（１）デジタルデータの保存と整理

ファイルの整理

デジタルカメラで撮影した画像は，アルファベットと数字による番号が機械的に割り

振られるため，そのままでは被写体の内容を把握することはできない。そのため，デー

タを将来にわたって管理するためには，内容が分かるよう人手によって整理する必要が

ある。ここでは，管理にあたっての留意事項と簡易な方法を示すこととする。

ファイル番号の添付

デジタルカメラで撮影した画像は，機械的に番号が割り振られる。この画像番号は，

ニコンはＤＳＣ_＋数字四桁，キャノンではＩＭＧ_＋数字四桁等といった具合にメーカ

ーによって異なり，同一メーカーの異なるカメラで撮影すれば，異なる画像に同一の番

号が割り振られることになる。そして，名称と拡張子（.jpg等）が同じファイルは，パ

ソコン上では同一のデータとして扱われるために，同じフォルダに保存したり，同時に

閲覧することができなくなるばかりか，操作を誤れば上書きされて一方のデータが消失

することになる。

そのため，カメラにより機械的に割り振られた画像番号をそのまま利用するのは不適

切であり，他と重複する恐れのない番号を新たにファィル名とする必要がある。例えば，

撮影年と調査種別（発掘・試掘・踏査・その他の別），調査番号（組織が年度毎に機械

的に割り振り），写真番号（遺跡毎に機械的に割り振り）といった組み合わせ（例 ０

１７-０１-００１-０００１）にすれば，千年間，同一組織内におけるデータの重複は

避けられることになる。

フォルダへの格納

新たに番号を付した画像データは，データベースを構築しない場合は遺跡単位でフォ

ルダにまとめておくと管理しやすい。その場合のフォルダ名は，先の写真番号のうち調

査年から調査番号（０１７-０１-００１）を付し，必要であれば調査名（●●遺跡●次）

を加えればよい。
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データ管理用ファイル

ータ管理用ファイルから画像データの検索

管理用ファイルでは，画像データの所在を容易に把握できるようにする必要がある。

その方法のひとつに，リンクの機能を使って管理用ファイルから直接，データを検索す

る方法がある。入力の時に１枚ごとにリンクの設定をするのは手間がかかるが，これを

行うことにより管理ファイルから直接，必要な情報を引き出すことができる。 

しかし，リンクは画像データの場所を変えたり（フォルダの移動），ハードディスク

を入れ替えたり（マイグレーション）した場合は無効となるので，ハードディスクに保

存した画像データなど，いずれは移し替えをしなければならない場合は，作業の手間を

考えると必ずしも有効であるとは言えない。その場合，リンクをフォルダ単位で設定す

る方が，後の手間が少なくて済む。 

なお，管理用ファイルのデータ量に余裕があれば，圧縮した画像データそのものを管

理用ファイルに貼り付け，サムネイルとする方法もある。 

 

データ管理用ファイルの例 
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デジタルデータの保存

ここまで示してきたように，ファイルの保存はデータごとに名称が重複しないよう組

織ごとにルールを定めることが重要であり，かつ第三者でも検索しやすいように項目を

定めることが肝要である。また，サーバやハードディスクの更新も視野に入れ，その際

に大がかりなリンクの再設定等の作業が生じない工夫も必要である。 

データの保存は，以上のことに留意した上で個々の組織ごとに，それぞれの組織が所

有している画像データの量や今後のデータの増加を見込んで，適切な方法を検討する必

要がある。 

 

（２）データベースの構築 

データベースの構築の際の留意点

 データベ―スにはＦｉｌｅＭａｋｅｒなどのデスクトップ型の簡易なものから，Ｏｒ

ａｃｌｅなどサーバ型に至るまで，多種多様なものがあり，導入に要する経費も大きく

異なる。導入にあたっては，次の点に留意する必要がある。 

①画像データを効率よく登録できるか 

②必要なメタデータを効率よく登録できるか 

③追加情報の付与が容易にできるか 

④検索が容易にできるか 

また，オリジナルデータ保存の観点から，データ入力や検索中にオリジナルデータの

誤消去や改変（上書き）などの事故が生じないように配慮する必要もある。 

  

調査台帳とデータ管理用ファイルを組み合わせた例 
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（１）ハイブリッド保存の方法

ハイブリッド保存とは

ハイブリッド保存とは，デジタルデータのバックアップのために，アナログデータを

作成し，保存することを言う。その方法は多様であり必要な経費もどのような方法を採

るかによって大きく異なる。

例えば，デジタルビデオカメラで撮影された民俗芸能等の動画をフィルムに焼き付け，

それを温湿度が管理された冷暗所（摂氏２度）で保存する方法が採られている例がある。

ただし，この方法は，アナログデータの作成と保存に相当の費用を要しているため，す

べての組織でこの方法を採用するのは現実的とは言えない。

写真用紙への出力

デジタルデータを耐久性に優れて色の再現性も高い顔料インクを使って，耐候性や発

色に優れた純正写真用紙にプリントアウトし，低湿度の冷暗所に保存することによって，

画像のバックアップとする方法もある。この方法は，先のフィルムでの保存よりも費用

が安価で済む。また，デジタルデータ自体がパソコン等，何らかの画像再現機器に拠ら

ないと視認できないのに対して，プリントしたものは目視で画像の保存状態や内容を瞬

時に確認できる点が優れている。

しかし，フィルムでの保存よりも安価とは言え，プリントアウトに相応の費用が必要

な上，保存のためのスペースも必要になる。また，プリントされたデータは，プリント

されたサイズ以上の精度を持たないため，例えばＡ４サイズで出力したデータを再度，

デジタル化しても，その精度は最大でもＡ４サイズで再出力できる範囲までであり，色

情報も劣化する。そのため，デジタルデータの持つ情報をすべてバックアップすること

にはならないので注意が必要である。

発掘調査報告書の図版のスクリーン線数を３００線以上の高精細印刷にすることも，

ハイブリッド保存の一つの方法と言える。この場合も先のプリントアウトと同様，その

精度は出力されたサイズを超えることはないが，スキャニングにより出力されたサイズ

と同程度の精度で再出力することができる。
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３．デジタルカメラによる撮影と現像

 

（１）撮影 

遺跡・遺物の撮影方法は『発掘調査のてびき』に詳述しているのでここでは割愛する

が，撮影対象となる文化財の性質を理解し，その姿を立体的・客観的かつ質感豊かな情

報として記録するために撮影高度や光の方向に留意し，ブレない・ボケない写真を撮影

する事が重要である。

（２）撮影形式 

ＲＡＷデータとＪＰＥＧ形式

写真１ さまざまなターゲット 

現像の仕組み 
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ターゲット画像をピックアップすることで，

ＲＡＷ現像時に正しいホワイトバランスを設

定し，現像することができる。

グレーカードを用いた撮影方法

2 2

写真３ 撮影の例 
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メラプロファイル

影後のワークフロー

 撮影した画像データはメモリーカードの破損に注意して職場に持ち帰る。特にカメ

ラに使用するメモリーカードは静電気に非常に弱く，冬場の手渡しなどは厳禁であ

写真４ 良い写し込みの例 写真５ 悪い写し込みの例 

写真６ 写し込み角度の違いによる色の違い 

写真７        写真８ 
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像処理のための設定項目

写真９ レンズプロファイル補正前の状態 

写真 10 レンズプロファイル補正を適用した状態 

※例示する現像ソフトウェアは Adobe社の CameraRAW 
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Red
Green Blue

RGB

ストグラムの見方

デジタル画像は通常最も明るい部分の輝度を２５５，最も暗い部分の輝度を０として

写真 11 オートホワイトバランスでの再現 

写真 12 ホワイトバランスツールを使用すると RGB輝度値が同じになる 
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ーカイブ（保存用）データ

写真 16 

写真 13  

写真 14 

写真 15 

写真 17 
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る画像形式はビットマップ方式の画像である。これにカラープロファイル等の色管理

情報やカラースペース，Ｅｘｉｆ情報などを埋め込んだ画像フォーマットがＴＩＦＦ

であり，これを圧縮した形式がＪＰＥＧである。どちらのフォーマットも規格が公開

されており，将来的にフォーマットが陳腐化した際にも解析可能であると考えられ

る。長期的に保存する画像の場合，

ことが重要である。

印刷用データ

印刷物に使用する場合は印刷物の精度（解像度・スクリーン線数）に応じた解像度

と画像サイズを設定した上で，使用する印刷会社が対応可能なカラーモード（RGB・

CMYK）を選択し，適切なシャープネスを与える処理をしなければならない。いずれ

の要素も印刷会社とコミュニケーションを密にし，画像を作成する必要がある。解像

度等の設定は『発掘調査のてびき』や，本報告中にも記載があるのでここでは割愛す

る。

ｗｅｂ用データ

公開活用においてｗｅｂでの公開は現在では最もポピュラーな方法である。ｗｅｂ

での使用は基本的にディスプレイ解像度に依存し，その解像度は９６ｄｐｉ程度とな

る。近年のディスプレイは大型化しており，最大ドット数も増加傾向である。主なも

のだと長辺２０００ドット（ピクセル）程度であるが，さらに高密度なのものだと４

Ｋ（長辺４０００ピクセル）ディスプレイ等も出てきており，どのようなｗｅｂコン

テンツを作成するか最初に考慮して画像を作成する必要がある。

プリント用データ

近年大型プリンタも普及してきており，様々なプリントを手元で作成できる環境が

整ってきている。プリント再現の場合は「鑑賞距離」を考慮に入れ，小さいプリント

ほど高解像度，大きなプリントだと低解像度でも鑑賞距離を考えると充分な場合が多

い。手元で観察するＡ４サイズまでなら４００ｄｐｉ程度が適している。Ａ３サイズ

以上のものやポスターのような大型のプリントの場合は，大きくなるほど鑑賞距離が

遠ざかり，３００ｄｐｉやポスターなどの場合は２００〜１５０ｄｐｉとなる。

文化財写真の場合，長期保存が第一目的であり，まずはアーカイブデータを作成し

た上で，それぞれの目的に応じた画像をアーカイブデータから作成することが適切で

ある。
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（１）撮影の外部委託

発掘調査組織によっては，発掘作業の全部あるいは写真撮影等を外部に委託する場合

がある。その場合は，仕様書により撮影に係る事項について定めておく必要がある。も

ちろん，撮影を外部委託したとしても，その後の画像データの処理や保存は，発注者側

が行う場合が一般的であると考えられるので，委託者側も本文で示したような機材の確

保や体制の整備に努める必要がある。

（２）仕様書の作成

デジタルカメラによる撮影の場合は，次の点について仕様を定める必要がある。

①撮影に用いるカメラの性能

②撮影内容・方法

③ファイル形式

④納品形態

①については，単に画素数のみを指定するのではなく，画素数とセンサーサイズ，使

用するレンズの種類を明記する必要がある。また，使用するカメラの機種を指定する方

法も考えられるが，本文で述べたようにデジタルカメラは開発・生産のサイクルが短い

ため，常に新製品の動向に目を配り，適切な機種の選択を行う必要がある。

②については，フィルムカメラによる撮影と大きな違いはないが，グレーカードやカ

ラーチャートを同じ条件で撮影することを要件に加えておく必要がある。

③については，高画質のものについてはＲＡＷデータ（現像ソフトを含む）とホワイ

トバランスを調整した非圧縮のＴＩＦＦ形式のデータが必須であり，これに加えてＪＰ

ＥＧ形式のデータを求めることも考えられる。先述のように，ＲＡＷデータの現像を行

うためには，作業に耐えうるだけの処理能力を持つパソコンを有していなければならず，

そうした環境にない組織では納品されたデータを開くことすらできないという事態に

④については，納入されるデータ量によるものの，ＤＶＤ等のメディアに記憶する

か，データ量が多い場合はハードディスクでの納品を求めることも考えられる。納品

時には必ず，データが正しく保存されているかのチェックが必要となる。また，バッ

クアップ用に正副２部の納品を求めたり，データベース登録が容易にできるようメタ

データ等の様式を定めておいたりするのも一案である。
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１．平成２７年度都道府県・指定都市対象の調査結果

２．平成２８年度市町村対象の調査結果

注

（１）１は，平成２７年度埋蔵文化財・史跡担当者会議の開催に先立ち，都道府県及び指

定都市を対象として実施した。ここでは，都道府県からの回答を集計したものを掲載

する。また，設問の中には，平成２１年度埋蔵文化財・史跡担当者会議に伴い実施し

たアンケートと同様のものがあるので，その結果についても参考資料として掲載する。

（３）設問で用いた用語等の中には，例えばフルサイズデジタルカメラ（本報告では「フ

ルサイズデジタル一眼レフカメラ」に限定）等，ここまで用いてきた用語と異なるも

のもあるが，用語を変更することにより、回答内容が変わる市町村もあり得るので，

用語についてはアンケート実施時のままとした。
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１．平成２７年度都道府県・指定都市対象の調査結果

（１）デジタルカメラの利用について

ア：現在発掘作業で使用しているカメラについて教えてください。 （都道府県 47）

イ：フィルムカメラを使用している機関にお伺いします。使用しているカメラの種類を

教えてください。                   （都道府県 回答数 45）

※その他

○ブローニのみを使用・４×５とブローニのみを使用など，35mmを使用しない

○ブローニ・４×５は限定的に使用

ウ：アで③と回答いただいた機関にお伺いします。両者はどのように使い分けています

か。 （都道府県 回答数 38）

※その他

○デジタルもフィルムカメラと同様に利用

○デジタルカメラは 35mmの代用として利用

41

4

2

③併用

②デジタルカメラのみ

①フィルムカメラのみ

9

3

23

10

④その他

③35mmのみ

②ブローニ・35mm

①４×５・ブローニ・35mm

13

10

15

③その他

②フィルムカメラの使用限定。その他はデジタル

①基本フィルム。デジタルはメモ程度
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エ：デジタルデータの保管はどのようにしていますか。 （都道府県 回答数 43）

※その他

○外付けハードディスクで保管（バックアップとしてＤＶＤ等）

○他のデジタルデータと一括して保管

○担当者単位で保管

（２）デジタルカメラの導入にあたり指摘された主な問題点

○データの保管・更新に係ること            １８

・データの永続的な保存に関する懸念。

・記憶媒体の経年劣化の問題

・仕様の変更・ソフトの廃止

・メディアの信頼度

○データ検索に係ること                 ２   

・必要なデータの検索システムが必要

○データ形式に係ること

・適切なデータ形式が不明                 ２   

○導入予算に係ること

・予算確保が困難                     ４

○デジタルデータそのものに関する信頼性に係ること

・出力時に本来の色と異なる場合がよくあること

・信頼性が証明されたものではない

○データ量の増加に係ること              ４

・高精度のデータの蓄積

・写真そのものの枚数の増加   

○その他

・調査主体からのデータの引き継ぎ方法が未決定

・フィルムカメラ機種の減少・メンテナンス業者の減少

・現像の質の低下

12

9

9

3

10

⑤その他

④最初からＤＶＤやＳＤで保管

③一定期間サーバで保管後、ＤＶＤで保管

②写真専用サーバで保管（バックアップなし）

①写真専用サーバで保管（バックアップあり）
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【参考】平成２１年度アンケート結果

エ：写真撮影について，デジタル技術の導入・活用を行っていますか。 【有効回答 47】

① デジタルカメラは導入せず，すべてフィルム写真で対応している。 7

② デジタルカメラとフィルムカメラを併用している。 39

③ デジタルカメラを 100％導入している。フィルム写真は使っていない。 1

オ：エで①②で回答した都道府県にお聞きします。

フィルムカメラは，どのようなカメラを使用していますか。 【有効回答 46】

① 大型カメラ，中型カメラ，35㎜カメラを状況に応じて使い分けている。 23

② 中型カメラ，35㎜カメラを状況に応じて使い分けている。 20

③ 35㎜カメラのみ使っている。 3

カ：デジタルデータの保存には，どのような方法で行っていますか。 【有効回答 47】

① ハードディスクに保存。 3 ② CD等に保存。 14

③ ハードディスクと CDの両方に保存。 17 ④ 特に組織だった保存は行っていない。 11

⑤ その他 2（デジタルデータはない。）
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２．平成２８年度市町村対象の調査結果

（１）記録保存調査に使用するカメラについて

【参考】地域別の傾向

イ：③と回答いただいた機関にお伺いします。

両者をどのように使い分けていますか？

① 基本的にはフィルムカメラを利用。デジタルカメラはメモ写真程度。

② フィルムカメラは全景写真や重要な遺構等に限定。その他はデジタルカメラ。

③ その他

195

250

203

③

②

①

154
68

6

③

②

①

関東

70
116

5

③

②

①

北海道・東北

118
59

5

③

②

①

中部・北陸

104
42

6

③

②

①

近畿

54
39

0

③

②

①

中国・四国

145
55

12

③

②

①

九州・沖縄

645

379

35

③ フィルムカメラとデジタルカメラを併用

② デジタルカメラのみ

① フィルムカメラのみ
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主なその他意見

フィルムカメラとデジタルカメラを同等に使用 83

フィルムカメラとデジタルカメラを同等に使用し，さらにデジタルカメラでメモ写真を撮影 50

フィルムカメラとデジタルカメラでカットやカラーが異なる写真を撮影 19

※ ，フィルムカメラのみを使用している組織は３％程度に留

まる一方，デジタルカメラのみを使用している組織は３５％に及んでいる。その他はフィルム

カメラとデジタルカメラの併用であるが，都道府県に比較してデジタルカメラへの移行が進行

していることが分かる。

また，デジタルカメラのみを使用している組織の割合は，地域によって偏りをみせ，北海

道・東北では約６０％の組織が完全にデジタルカメラへと移行している。逆に，九州・沖縄

では２６％，近畿は２７％，関東は２９％に留まっている。

デジタルカメラの導入理由としては，「デジタル化の流れに対応するため」等の積極的な理

由を挙げた組織が大半を占めるが，フィルムカメラの故障，フィルムが入手できなくなった

ことや現像所の閉鎖など，やむを得ずデジタルカメラへ移行した組織も６４ある。

フィルムカメラとデジタルカメラとを併用している組織では，都道府県と同様，重要な写

真をフィルムカメラで撮影する等，デジタルカメラを補助的に利用する傾向がみられる。

（２）アで②あるいはイで②と回答いただいた市町村のみご回答ください。

ア：デジタルカメラの仕様を以下から選択して下さい（複数回答可）

① フルサイズデジタルカメラ ② APS-Cサイズ以下のデジタル一眼レフカメラ

③ ミラーレス一眼レフカメラ ④ コンパクトデジタルカメラ

⑤ 中判サイズ以上

※デジタルカメラのみを使用している組織３７９市町村，複数回答あり

※デジタルカメラに完全に移行している３７９市町村のうち，デジタル一眼レフカメラを所

有しているは３０３市町村（複数回答）に及ぶ（うち，フルサイズデジタル一眼レフカメ

12

296

55

340

199

8

185

27

177

99

⑤

④

③

②

①

デジタルカメラのみを使用している組織 全体
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ラは９９組織）。しかし，コンパクトデジタルカメラのみしか所有していない市町村も８０

に及んでいる。

コンパクトデジタルカメラのみしか所有していない市町村は，デジタルカメラへの移行

が進んでいる北海道，東北において１９市町村（１６％）と最も多いが，デジタルカメラ

に完全に移行している市町村数における比率は，近畿で１４市町村（３３％）と最も高い

比率を占め，関東で１７市町村（２５％），九州で１２市町村（２２％）を占めている。

この傾向は，デジタルカメラへの移行が進んでいる地域では，デジタルカメラの精度へ

の関心が認められる反面，移行が進んでいない地域では，埋蔵文化財の記録として必要な

精度に対する検討が不十分なまま，安易なデジタルカメラへの移行が行われていることを

示しているとみられる。

また，デジタルカメラに完全に移行しているとしながらも，担当者個人が所有している

カメラを使用していると回答している組織が２１に及んでいる。これは，埋蔵文化財担当

部局がカメラそのものを所有していないことを示している。

イ：デジタルカメラの導入のきっかけをお教え下さい。

主なその他意見

フィルムや感材などが入手できなくなったため 16

撮影枚数の増加やデータ管理などデジタルカメラの使用に利点があるため 9

普及活用や報告書作成に適しているため 12

フィルム代などの経費節減のため 9

ウ：デジタルカメラによる撮影はどのようにしていますか。

119

48

551

31
235

384
64
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エ：デジタルカメラをお持ちの市町村にお聞きします。そのカメラの入手についてお教

えください。 

 

 

主なその他意見 

職員の私物を使用 23 53 

他部署の備品を使用 5 9 

 

オ：デジタルカメラの導入時期についてお教えください 

 

 

カ：画像データの保存形式について教えてください。 

 

 

82

58

23

602

40

26

6

313

デジタルカメラのみを利用している組織 全体

51

235

260

93

8

平成26年度以降

平成21～25年度

平成16～20年度

平成11～15年度

平成10年度以前

その他

ＲＡＷとＪＰＥＧで保存

③ ＪＰＥＧのみで保存

② ＲＡＷデータとＴＩＦＦで保存

① ＲＡＷデータで保存
30

58

39

55

31

64

524

すべて 重要な写真のみ 回答数
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【デジタルカメラのみを使用している組織】 

 

※ 設問ではＲＡＷとＪＰＥＧのみで保存という選択肢は設けていなかったが，その他の回答で一定量の

回答が得られたのでグラフ化した。 

 

キ：撮影した写真はすべて保存していますか。 

① すべて保存 255 521 

② 厳選して保存 117 214 

 

ク：画像データの保管についてお伺いします。データ保管はどのようにしていますか。 

①写真専用のサーバで一括保管。バックアップも行っている。 

②写真専用のサーバで一括保管しているがバックアップは行っていない。 

③一定期間をサーバで保管した後，光学ディスク等で保管（サーバーのデータは消去） 

④教育委員会等の共用サーバで保管  ⑤ＵＳＢ接続外付けＨＤＤで保管 

⑥パソコンの内蔵ＨＤＤで保管  ⑦保管方法は統一しておらず，担当者まかせである。 

⑧その他 

 

その他

ＲＡＷとＪＰＥＧで保存

③ ＪＰＥＧのみで保存

② ＲＡＷデータとＴＩＦＦで保存

① ＲＡＷデータで保存
10

27

19

25

10

19

281

すべて 重要な写真のみ 回答数

93

88

10
314

172

60

11

30

36

48
56

155

97

33

4

16
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主なその他意見

パソコンの内蔵ＨＤＤで保管し，外部メディアでバックアップ ７ 18

光学ディスクに保管 17 35

複数の外部メディアに保管 14 31

※「ＵＳＢ接続外付けハードディスク（ＨＤＤ）で保管」が多数を占め，全体では約３０％，

デジタルカメラに完全に移行している組織では４１％に及ぶ。その一方で，デジタルカメ

ラに完全に移行している組織であっても，写真専用のサーバでの保管は約５％にすぎず，

職場共有のネットワークサーバーでの保管が約２６％，内蔵ハードディスクでの保管が約

１５％であり，担当者任せとした組織も１３％に上っている。

（３）設問１アで①あるいはイで①と回答いただいた市町村のみご回答下さい。

ア：近い将来デジタルカメラの導入を行う予定はありますか。

① ある ８３ ② ない １３２

イ：アで②と回答いただいた市町村にお伺いします。その理由は何ですか。

① 文化庁刊行（平成 22年）の『発掘調査のてびき』の記載が，フィルムカメラを前提に書か

れているように読めるため

21

② デジタルカメラ導入に要する予算を確保できる見通しがないため 62

③ デジタルカメラに対する不安があるため 28

④ デジタルカメラを導入する積極的な理由がないため 23

⑤ フィルムカメラの利用に特段不便がないため 10

⑥ その他 13

（４）フィルムの保管について

ア：これまでの発掘調査の記録写真（フィルム）はどのように保管していますか。

① 温湿度が管理できる写真専用の収蔵庫 ② 温湿度が管理できる書庫等の施設

③ 温湿度管理はできないができるだけ日光を避けられる環境で保管

④ 保管環境は特に考慮していない若しくは考慮できるような環境にない

⑤ その他
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イ：これまで撮影した写真・フィルムの保存状態について確認を行っていますか。 

① 年１回等，定期的に確認している   

② 定期的ではないが，できるだけ確認するよう心がけている。 

③ 貸し出しや使用等の機会がなければ特に確認はしていない。  ④ その他 

 

 

ウ：保存しているフィルムが退色，劣化したことがありますか。 

① ある 456

② ない 208

③ 分からない 392

 

エ：劣化したフィルムの対応を執っていますか。 

① 劣化の進行を防ぐために，冷暗所に移して保管 63 

② デジタル化している 238 

③ 特に対策はとっていない 745 

 

（５）職場におけるパソコンについてお聞かせ下さい

ア：事務等の業務に用いるパソコンの他に，出土品・記録類の整理等に用いる専用のパ

ソコンをお持ちですか 

① 持っている（年間を通じたリースも含む）  ② 持っていない 

③ 普段は持っていないが，必要に応じてリース等で対応 

⑤

④

③

②

①

11
124

812
89

34

④

③

②

①

10
813

226
7
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イ：ア①と回答いただいた市町村にお伺いします。パソコンのＯＳについてお教え下さ

い。（複数回答可） 

① windows７以降の機種 112 365 

② windows Vista以前の機種 35 138 

③ マッキントッシュ（ｍａｃ） 8 35 

 

ウ：ア②と回答いただいた市町村にお伺いします。整理等作業において不自由はありま

せんか。 

① 専用ソフトのインストール等が比較的自由に行えるので特に不自由はない。 51 131 

② 専用ソフトを使用しなければならない作業は外注しているので特に不自由はない。 30 64 

③ セキュリティー等の都合で行える作業が制限されており，不自由を感じている。 116 325 

④ その他 53 138 

（専用ソフトを使用する作業がなく，特に不自由はない） 17 40 

（制限はあるが最低限必要なソフトはインストールしており可能な作業を行っている） 5 12 

（パソコンやディスプレイのスペックが不足しており，作業に支障がある） 2 4 

③

②

①

41

584

438

16

239

120

デジタルカメラのみ使用している組織 全体
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デジタルカメラ導入に関する一定の指針が必要と考えますか。それぞれ理由をお示し

ください。

① 必要 788

専門的な観点による指針を参考にしたいため 66

指針があると予算化の際の根拠付けとできるため 154

画素数やデータ形式，データの保存管理方式に統一的な指針が必要なため 296

指針が無いと記録・保存の精度が低下する恐れがあるため 45

デジタルデータには改変が容易という問題があり対策が必要なため 16

デジタル化を進める上での後押しとなるため 36

フィルムカメラとの関係を整理するなど，時代に即した指針の提示が必要であるため 36

② 特に必要ない 246

各自治体や調査ごと，担当者ごとの判断に任せればよいため 31

フィルムカメラと同じ考え方で対応すればよいため 7

既に発掘調査におけるデジタルカメラの使用方法は確立されているため 20

指針には強制力がなく，市町村の財政規模によっては指針があっても従えないため 27

指針が提示されても技術の進歩の速度に追いつけなくなる可能性が高いため 20

現状で特に問題を感じていないため 24
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１．鳥取県の事例

２．奈良文化財研究所の事例
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【事例１】

デジタルカメラ撮影データの保存と整理

―鳥取県の事例―

１ 現状

（１）写真台帳

①ファイル名，②撮影内容，③中判デジタルカメラデータの有無，④対象フィルム，

⑤整理所見を一覧表にまとめ，写真台帳として整理している。

①ファイル名

・調査ごとに期間を通して連番となるようにリネームしたもの

（例）0001，0002，0003・・・※ＲＡＷデータとＪＰＥＧ形式画像ファイルは同名

②撮影内容

・調査区，地区名，対象，内容，撮影方向，撮影日，備考（撮影所見）

③中判デジタルカメラデータの有無

・中判デジタルカメラで撮影したカットに「○」を記入
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④対象フィルム

－ － － －
⑤整理所見

・備考，記載内容変更（ラベルの内容を変更した際に記入）

（２）コンタクトシート

・写真台帳に対応する画像見本をＡ４判に２０カットずつ掲載し，ファイル名と撮影

日時の情報を付したものを「コンタクトシート」として整理している。

（３）画像データ管理の現状

ア 収納フォルダ

画像データは，①調査名－（写真フォルダ）－②カメラの種類－③ファイル形式別

でフォルダに分けて整理している。

①調査名

・遺跡名の後に調査年度を示す数字（西暦の下二桁）を付したもの。同一遺跡内
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に複数の調査区が設定されている場合は，末尾に丸括弧で区名を付す。

（例）○○遺跡１６（○区）

②カメラの種類

③ファイル形式

・ＲＡＷデータとＪＰＥＧ形式画像ファイルを別のフォルダに保存

イ 保存環境（メディア）

・ＲＡＩＤ対応のＮＡＳ（※）

・ＵＳＢ接続外付けハードディスク（バックアップ）

・光ディスク（ＤＶＤ－Ｒ等）（バックアップ 一部のみ）

※ＮＡＳ（Network Attached Storage）：直接コンピュータネットワークに接続して使用するファイルサ

ーバ。ＬＡＮ接続の外付けハードディスクを含む。

２．課題

・デジタルを併用しているものの，記録写真の保存はフィルムを基本としているため，

現状ではデジタル主体となったときの保存方法を確立できていない。

・フィルム撮影を前提としているため，デジタルデータの色再現性について，それほ

ど意識が高くない。そのため，ＲＡＷデータの現像→ＴＩＦＦ形式ファイルの作

成・保存のルールが存在しない。

※現在，これらの課題については，鳥取県埋蔵文化財センター内に設置した「デジタル

データの保存方法に関するワーキンググループ」で対策を検討している。

（鳥取県埋蔵文化財センター）
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【事例２】 デジタルカメラ撮影データの保存と整理

―奈良文化財研究所の事例―

１．データ保存

奈良文化財研究所では平成２７年度まで文化財記録写真の標準として４×５ｉｎ．フ

ィルムで撮影を行ってきた。これらのフィルムの中でカラーポジは１９９４年以降順次

Pro-PhotoCD システム（２００７年よりサポート終了にともない，ＴＩＦＦ画像コン

バート）にはじまり，現在ではＴＩＦＦ画像入力によるデジタル化をすすめている。

２．データ整理

デジタル画像の可視性は再生デバイスに依存する。デジタルデータは基本的には不可

視であるため一定の管理方法でファイルを管理し，関係者誰もが目に見える形で整理さ

れなければ，「デッドストック」の状態を生み出すことにつながる。

奈良文化財研究所では，フィルムからのデジタル画像活用法として画像データベース

を平成６年より運用している。これはフィルム写真の管理を写真台帳の形式で整理して

いたことから，台帳内容をメタデータとして画像に貼り付ける形で運用を開始したもの

である。

さらに平成２４年度から，従来の画像データベースと併用させる形で「デジタル画像

データベース」を構築して運用を開始した。これはＪＰＥＧ画像をメタデータとともに

登録する方式で，主に発掘調査における日誌・メモ記録のコンパクトデジタルカメラ撮

影画像を保存している。こちらもメインサーバとバックアップサーバを離れた部署に置

き，

なお，このデータベースにはアーカイブ画像としてのＴＩＦＦ画像を登録することは

，データ保存サーバに画像を入力する際にユニークＩＤを付与し，これを明

記したメタデータ・サムネイルＪＰＥＧ画像をデータベースに登録することで，ファイ

ルの所在が明らかになるよう工夫している。

フィルムであってもデジタルであっても同じく整理手段を確立することが写真資料

の長期保存と利活用には必須である。 （奈良文化財研究所）



75

デジタル画像データベースでの整理

画像保管サーバ



資 料 ３ 『発掘調査のてびき』（抜粋）
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